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本は軍事的制約を突き破る（Bomb by Bomb, 
Japan Sheds Military Restraints）」，「防御的
兵器と攻撃的兵器の境がなくなりつつある」
などとの記載をしている。
50）　この点について，たとえば水島教授は「武
器使用の安易な緩和と，それが自衛隊海外派
兵恒久法にスライドしていくことの問題性で
海賊対処と日本国憲法
― 159 ―
衛隊の掃海艇がペルシャ湾に派兵される際，多
くの新聞各紙は連日1面でペルシャ湾への掃海
艇派兵を大々的に批判していた。しかし，海賊
対処として護衛艦，P3C，SH60K，「中央即応
連隊」といった日本の最新鋭の集団や兵器がソ
マリアに派兵されており，任務も機雷除去以上
に戦闘行為に近づいたにもかかわらず，麻生内
閣に対する批判は海部内閣への批判とは比べも
のにならないほど低調になっている。このよう
に日本が「海外派兵国家」にむかうことを国民
は望んでいるのだろうか？
（2）　近隣諸国から信頼されていない「日本」
　日本と同じ第二次世界大戦の敗戦国であった
ドイツは近隣諸国に対してナチスの蛮行に対す
る謝罪と賠償，信頼醸成に向けた外交を根気強
くすすめてきた51）。しかし，現在でもナチス
ある。護衛艦2隻に始まり，P3C哨戒機2機の
派遣が続き，その護衛と称して，陸上自衛隊
中央即応連隊から警護隊54人が派遣される。
海警行動で武装した陸自まで出す。既成事実
先行の極致といえよう」と指摘している。水
島朝穂「「海賊」問題へのもう一つの視点（下）」
『軍縮問題資料2009年7月号』67頁。
51）　たとえばドイツのアデナウアー首相（任期
1946―1963年）は，普仏戦争（1870―1871年），
第1次世界大戦（1914―1918年），第2次世界
大戦（1939―1945年）と，100年に満たない間
に何度も大戦争を繰り返し，まさに仇敵であっ
たフランスとの和解を成し遂げ，ド・ゴール
大統領と「独仏協力条約」（エリゼ条約1963年）
を締結した。ブラント首相（任期1969―1974
年）は，東欧諸国との関係改善を推し進める
「東方政策」（Ostpolitik）を進めた。その成果
が，ソ連との間に武力の不行使を定めた「モ
スクワ条約」（1970年8月）として結実した。
2次大戦の発火点となったポーランドとの和解
も「ワルシャワ条約」（1970年12月）となっ
の行為が許されているわけではないのだ。そう
したドイツを取り巻く状況から，日本も得る
て結実した。「ワルシャワ条約」はフランスと
の間に築いた友好関係にも比すべき歴史的和
解と称されている。調印のためにワルシャワ
に赴いたブラント首相は，厳しい寒さが残り，
雨上がりで地面は濡れているにもかかわらず，
かつてのユダヤ人居住地（ゲットー）跡地に
ある記念碑前のコンクリートの地面にひざま
ずき，死者に対して過去の蛮行を謝罪した。
1972年には東ドイツと「基本条約」を結び，
友好関係が構築された。シュミット首相（任
期1974―1982年）は「敵のイメージから出発
する者には平和を樹立することはできない」
との考えの下，ジスカール・デスタン仏大統
領と関係改善へ尽力し，「平和共存の法典」と
いわれる「ヘルシンキ最終文書」（1975年）の
採択署名に貢献した。1985年，ワイツゼッカー
大統領（任期1984―1994年）は終戦40周年記
念式典で有名な「荒れ野の40年演説」を行い，
ナチスの行為を謝罪した。コール首相（任期
1982―98年）は東西ドイツの統一に際し，ヨー
ロッパに再び「大国ドイツ」の出現を危惧す
る近隣諸国の懸念を払拭するため，信頼醸成
と不安解消を目的とした外交を精力的に展開
した。2008年3月，メルケル首相はイスラエ
ル議会でドイツの永遠の責任を認めた。
近隣諸国との「共通の安全保障」のとりく
みに関しても，アデナウアー首相は，フラン
スのシューマン外相などと協力し，のちのEU
への出発点をなす欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）
を成立させた（1951年）。これは，仏独伊およ
びベネルクス3国が超国家的機関をつくり，戦
争遂行に不可欠な石炭や鉄を共同管理し，ヨー
ロッパから戦争をなくすための共通のとりく
みであった。また，EC（欧州ヨーロッパ共同題）
やEU（欧州共同体）は単に実利的観点からの
経済的・政治的統一共同体ではなく，何より
も「不戦共同体」として創設されたことは忘
れられてはならない。
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ことは多いであろう。いままで謝罪と賠償，信
頼醸成に向けた外交努力をしてきたドイツでさ
えも，現在もなお完全な免罪符を得ているわけ
ではない。ましてや「南京大虐殺」や「従軍慰
安婦はでっち上げ」などと主張し（たとえば安
倍信三や麻生太郎），戦争を起こした張本人で
あるA級戦犯が祀られている靖国神社に8月15
日に参拝する政治家（たとえば小泉，安倍）や，
日本は侵略国ではなかったと主張する一方で核
武装論や攻撃的兵器を持つことを主張する幹部
自衛官（田母神俊雄元航空幕僚長）のいる日本
が海外での武力行使が可能になる法律や兵器を
整備しつつあるとき，外国，とりわけ先の第二
次世界大戦での日本の侵略と植民地の結果とし
て多大な被害を受けた近隣諸国の国民，日本と
いう国家をどう思うだろうか？
【2009年8月15日脱稿】
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